福祉用具購入費支給申請等について

（１）　居宅介護支援専門員の係り

介護サービス計画に基づき福祉用具を購入し、被保険者が福祉用具費を支払った後に、村に購入費の支給申請を行うことになる。そして、申請書には「介護支援専門員の確認欄」及び「福祉用具が必要な理由」の欄があり、その記入を介護支援専門員が行うことになる。

（２）　支給限度額管理の考え方

①支給限度基準額　　　　　　　要介護状態にかかわらず支給限度額管理期間内で一律１０万円

②支給限度額管理期間　　　　毎年４月１日から３月３１日（１年間）


（３）　福祉用具の種目
	①　腰掛便座

	次のいずれかに該当するものに限る。

	・和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの

	・洋式便器の上において高さを補うもの

	・電動又はスプリング式で便器から立ち上がる際に補助できる機能を有しているもの

	・便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（居室において利用可能であるものに限る。）

	②　特殊尿器

	尿が自動的に吸収されるもので居宅要介護者等又は、その介護を行う者が容易に使用できるもの

	③　入浴補助用具

	それぞれ以下のとおりとなる。

	・入浴用いす
	座面の高さが概ね３５cm以上のもの又はリクライニング機能を有するものに限る。

	・浴槽用手すり
	浴槽の縁を挟み込んで固定することができるものに限る。

	・浴槽内いす
	浴槽内に置いて利用することができるものに限る。

	・入浴台
	浴槽の縁にかけて浴槽への出入りを容易にすることができるものに限る。

	・浴室内すのこ
	浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるものに限る。

	・浴槽内すのこ
	浴槽内に置いて浴槽の底面の高さを補うものに限る。

	・入浴用介助ベルト
	

	④　簡易浴槽

	　　空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの（硬質の材質であっても使用しないときに立て掛けることにより収納できるものを含むものであり、また、居室において必要があれば入浴が可能なものに限られる。


	⑤　移動用リフトのつり具の部分
	

	　　身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものである。

	⑥　複合的機能を有する福祉用具について

	　　２つ以上の機能を有する福祉用具については、次のとおりする。

	・それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目して部分ごとに１つの福祉用具として判断する。

	・区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する機能が含まれているときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として判断する。

	・福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合は、法に基づく保険給付の対象外として取り扱う。


　

（４）　福祉用具購入の手順

①　福祉用具購入の相談を受ける

2 介護サービス計画の作成（介護支援専門員）　業者よりパンフレットをもらう。（支給申請に必要となるので、保管しておく）

（高額な福祉用具を購入する時は購入前に村福祉係に連絡をする）

③　業者より福祉用具を購入し、代金を全額支払う。（領収書をもらう）

④　村に福祉用具購入費支給申請を行う。（被保険者　→　村福祉係）

　（必要となる書類）

・　福祉用具購入費支給申請書


・領収書（宛名、領収日を入れる）

・福祉用具のパンフレット等（福祉用具の内容がわかるもの）

⑤　村では１５日までに申請のあった申請について、その内容を確認の上、２０日までに国保連に審査を依頼します。

⑥　国保連で審査が完了した後、国保連の審査結果に基づき、村から被保険者に「支給決定通知書」を送付し、決定した対象金額の７～９割を被保険者が申請時に指定のあった口座に振り込みます。

※福祉用具の作業療法士によるアドバイスの依頼は、受付は村福祉係になります。依頼後日程調節を行い連絡します。

　※　購入費支給は、同一年度で１種目１回に限られています。　ただし、支給限度額内において同一種目の福祉用具を購入する場合は、用途及び機能が異なる場合、破損した場合、介護の程度が著しく高くなった場合等は、市町村の判断により給付できる。





　《「厚生大臣が定める居宅介護福祉用具購入の支給に係る特定福祉用具の種目」（平成１１年厚生省告示９４号）及び厚生省老人保健福祉局企画課長通知　（平成１２年１月３１日付　老企第３４号）　｢介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて｣》　より








※　申請書の「介護支援専門員の確認欄」及び「福祉用具が必要な理由」の欄は、介護支援専門員が記入する。





※　審査を国保連で行うため、支給まで約３ヶ月かかる。








